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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第10期

中間連結会計期間
第11期

中間連結会計期間
第10期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上収益 （千円） 9,703,844 16,807,000 22,039,886

税引前中間利益又は税引前利益 （千円） 279,734 361,238 1,849,523

親会社の所有者に帰属する中間（当

期）利益
（千円） 216,561 318,481 1,256,581

親会社の所有者に帰属する中間（当

期）包括利益
（千円） 230,075 313,350 1,247,957

親会社の所有者に帰属する持分 （千円） 9,084,296 13,855,273 10,109,050

総資産額 （千円） 34,520,653 71,685,358 36,823,406

基本的１株当たり中間（当期）利益 （円） 8.65 10.06 50.16

希薄化後１株当たり中間（当期）利益 （円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 26.3 19.3 27.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 911,701 386,028 4,756,226

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,443,297 △1,211,233 △2,651,029

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △611,582 △1,036,782 △2,219,416

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 2,399,381 5,621,167 3,417,902

（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．希薄化後１株当たり中間（当期）利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約中間連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社、子会社12社および関連会社２社により構成されており、ブ

ライダル事業、レストラン特化型事業、建築不動産事業を主たる業務としております。

　当中間連結会計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、次のとおりで

あります。

　なお、当中間連結会計期間より、報告セグメントを変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　要約中

間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　６．セグメント情報」をご参照ください。

 

（ブライダル事業）

　主な事業内容の変更および主要な関係会社の異動はありません。

 

（レストラン特化型事業）

　主な事業内容の変更および主要な関係会社の異動はありません。

 

（建築不動産事業）

　2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併し、同社の100％子会社であった建築不動産に関するソリューショ

ンを提供する事業を営んでいる株式会社渋谷、ＳＨＩＢＵＴＡＮＩエステート・パートナーズ株式会社を連結の範

囲に含めております。

　建築不動産事業は、店舗・オフィスを中心とした施設の内外装工事の請負および設計監理業務、戸建住宅やマン

ションの建築、コンテナ事業、コンサルティングサービス等を行っております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、建築不動産に関するソリューションを提供する株式会社渋谷およびＳＨＩＢＵＴＡ

ＮＩエステート・パートナーズ株式会社が連結の範囲に加わったことにより、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」からの重要な変更は以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事

業の状況　３　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

(3) 建築不動産事業におけるリスク

①建築不動産事業における市場環境の変化について

　当該市場は、趨勢的な公共投資の減少傾向や、消費税の増税等による国内の景気後退等により、民間設備投資が

縮小した場合には、今後の受注動向に影響を及ぼす可能性があります。

 

②建設資材価格および労務単価の変動リスクについて

　建設資材価格や労務単価等が、請負契約締結後に予想を超えて大幅に上昇し、それを請負金額に反映することが

困難な場合、建設コストの増加につながり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③建築不動産事業における取引先の信用リスクについて

　景気の減速等による建設市場の縮小の影響を受け、発注者、協力業者、共同施工会社等の取引先が信用不安に

陥ってしまった場合、資金の回収不能や施工遅延等の発生により、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

④建築不動産事業における技術・品質上の重大事故や不具合等による瑕疵等のリスクについて

　設計、施工段階における技術・品質面での重大事故や不具合が発生し、その修復に多大な費用負担が生じたり、

重大な瑕疵となった場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の概況

　当社は、2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併したことにより、前中間連結会計期間の経営成績は、合併

前の株式会社エスクリの業績が反映されておりません。また、同日より株式会社エスクリグループの業績を反映し

ております。

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する下で各種政策の効果もあって、緩やかに

回復しておりますが、中東情勢や通商政策などアメリカの政策動向による影響が我が国の景気を下押しするリスク

となっており、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

　当社は、少子化や婚姻件数の減少、価値観の多様化により縮小が続くブライダル市場において、業界再編を主導

し、持続的な成長と企業価値向上を図ることを目的として2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併いたしまし

た。

　本統合により、国内最大級のブライダルグループが誕生し、都市型・地方型双方を網羅する全国規模の式場ネッ

トワークが構築され、顧客ニーズに応じた柔軟なサービス提供が可能となります。スケールメリットを活かしたコ

スト削減、人材・ノウハウの相互活用による採用力およびサービス品質の向上、衣裳・飲食・建築分野における内

製化の拡大を通じて、収益基盤の強化を図ります。さらに、海外展開、インバウンド需要の取り込み、アフターウ

エディング事業の拡充など新規事業の創出にも取り組み、親会社である株式会社ＴＫＰの資本力とネットワークを

活用しながら、統合効果を最大化することで、競争力の強化と中長期的な成長を目指してまいります。

　当社グループにおける重点施策の一つである新規出店については、以下のとおりであります。

　2026年３月に、静岡市駿河区に貸し切り型の婚礼施設「HOMAM 旧マッケンジー邸」を開業しました。国の登録有

形文化財である静岡市駿河区の歴史的洋館「旧マッケンジー住宅（通称 旧マッケンジー邸）」とその周辺市有地

の管理・運営を同市から受託し、住宅を含む約7,300平米の敷地一帯を「HOMAM 旧マッケンジー邸」と名づけ、旧

マッケンジー邸の建物をそのまま残しながら結婚式場やレストランなどを運営します。新設する施設は駿河湾の海

沿いに立つ眺望の良さを活かした建物で、結婚式場やチャペルとしても利用できるように設計し、施設全体の売上

向上を狙います。

　2026年４月に、富山県富山市に貸し切り型の婚礼施設「アマンダンピーク」を開業しました。富山市が新たなラ

ンドマーク化を目指す「呉羽丘陵フットパス連絡橋」の周辺広場内で、富山駅から車で約10分の好立地です。建設

エリア（約１万8,000平米／崖地などを含む）は2016年に閉館した富山観光ホテルの跡地で、北アルプスの立山連

峰と富山湾を一望できる景観と、昼夜各１組限定完全貸し切り型というプライベート感の高さを売りに、他社との

差別化を図ります。

　2027年１月には、名古屋市中区に１チャペル、1.5バンケットの婚礼施設「フレアージュ栄」を開業します。ブ

ライダルとホテルが有機的に融合した施設を予定しており、付加価値の高い商品設計および上質かつ安定したサー

ビスの提供を図ります。

　2027年５月には、長野県北佐久郡軽井沢町に「軽井沢 閑聖(かんせい)の杜(もり)」を開業します。JR軽井沢駅

から車で約５分に位置する、旧中山道沿いの木々に囲まれた婚礼施設で、利便性の高さと自然環境の豊かさが特長

です。円安などで海外旅行が割高になるなか、全国の新郎新婦の約３割が国内のリゾート地で挙式しています。当

社が軽井沢に結婚式場を開業するのは初めてで、人気のリゾート婚エリアへの出店で国内の旺盛な需要に応えま

す。

　2027年９月には、宮城県仙台市に２店舗目となる「（仮称）旧知事公館」を開業します。宮城県の「旧知事公館

活用事業」に対し企画提案を行った結果、当社が事業実施候補者として選定されました。知事公館の歴史的・文化

的価値を最大限に活かしつつ、「杜と水の迎賓館」をデザインコンセプトとし、敷地内に結婚式や季節のイベン

ト、県民の皆様の発表の場等でご利用いただける施設を新築することで、多様な人が集い、にぎわいを生み出す空

間を創出いたします。

　婚礼施設におけるレストラン営業については、婚礼需要の少ない平日を中心に結婚式場を活用したビアガーデ

ン・ビアホール営業を実施いたします。国指定重要文化財を含む歴史的洋館など、過去最多となる16府県20会場で

開催し、施設の有効活用を図るとともに、婚礼施設および宴会場としての認知拡大ならびに収益機会の創出に努め

ます。

　新たな婚礼受託先として、100％子会社であるアイランドレーベルハワイを通じ、三井不動産株式会社の現地法

人ハレクラニ・コーポレーションおよびリゾートトラスト株式会社の現地法人RESORTTRUST HAWAII, LLCと、挙

式・披露宴の販売に関する業務提携を締結しました。本提携により、ワイキキの老舗ホテル「ハレクラニ」および

高級リゾートホテル「ザ・カハラ・ホテル＆リゾート」における婚礼業務を受託し、挙式・披露宴に加えフォトウ

エディングとのセットプランを提供いたします。

また、国内においてもリゾート婚事業を推進しており、沖縄県の婚礼施設「サザンチャペル　キラナリゾート沖

縄」の足元の業績は好調に推移しております。こうした好調を後押しするべく、2026年２月にはユニマットグルー

プの株式会社南西楽園リゾート（宮古島）と、同県宮古島市のリゾートホテル「ホテル シギラミラージュ」と提
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携いたしました。披露宴やパーティーの企画、販売などの業務を担い、国内外におけるリゾート婚事業拡大を推進

してまいります。

　レストラン特化型事業の新規出店については、2027年に大阪府大阪市にレストランを開業します。JR大阪駅西口

直結という立地に位置し、同駅の１日平均乗降客数約80万人規模の人流を背景に、うめきたエリアを中心とした大

規模再開発区域内に位置しており、今後も人流増加が見込まれる成長エリアです。

　また、レストラン特化型事業を行う当社の100％子会社のブロスダイニングはホテル運営の株式会社ホロニック

とフランチャイズ契約を締結しました。ブロスダイニングは「みたき」などのレストラン運営会社で、FC展開に関

する実務全般を担います。国内では建材費・家賃の高騰による新規出店のコスト増や料理人の人手不足が進むな

か、FCでの出店はリスクが低く、ビジネスチャンスと捉え、「みたき」ブランドのFCビジネスはハイクラスのホテ

ルとの相性が良いと判断しており、今後も案件に応じて検討してまいります。

 

　ブライダル事業における受注活動については、受注組数は3,441組（前年同期比35.5％増）、受注残組数は6,322

組（前年同期比80.7％増）となりました。

　売上収益については、施行数および施行単価の増加による婚礼施行にかかる売上増加やレストラン特化型事業の

一般飲食にかかる売上の増加等により、当中間連結会計期間の売上収益は16,807百万円（前年同期比73.2％増）と

なりました。利益面については、新規出店に伴う消耗品費の増加および合併関連費用等により販売費及び一般管理

費が増加したものの、営業利益は735百万円（前年同期比49.7％増）、税引前中間利益は361百万円（前年同期比

29.1％増）、中間利益は318百万円（前年同期比47.1％増）となりました。

 

　なお、当中間連結会計期間末における当社グループの店舗数は以下のとおりであります。

セグメント ブライダル事業 レストラン

特化型事業出店形式 ゲストハウス ドレスショップ その他

国内 66 37 ６ 12

海外 － － ３ １

 

　当中間連結会計期間において合併した株式会社エスクリグループが営んでいた事業を承継したことにより、報告

セグメントに「建築不動産事業」を追加しております。報告セグメントの変更に関する詳細は、「第４　経理の状

況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　６．セグメント情報」に記載のとおりであります。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

（ブライダル事業）

　2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併したことにより、当中間連結会計期間より株式会社エスクリの業績

を反映しております。

　ブライダル事業においては、前中間連結会計期間と比較すると、施行数および施行単価の増加による婚礼施行に

かかる売上増加、婚礼施設での宴会や一般飲食の需要も回復傾向にあることから、売上収益は14,601百万円（前年

同期比61.9％増）、セグメント利益は1,533百万円（前年同期比24.7％増）となりました。

 

（レストラン特化型事業）

　レストラン特化型事業においては、前連結会計年度に開業した「セラフィーナニューヨーク赤坂店」および

「SHARI 東急歌舞伎町タワー」が当中間連結会計期間を通じて寄与したことに加え、インバウンド需要や法人宴会

の増加、接待利用や一般飲食が好調に推移したことから、売上収益は770百万円（前年同期比12.4％増）となりま

した。利益面では、前連結会計年度に出店したベトナムの営業損失および一部店舗の閉鎖に伴う退店費用等の発生

により、セグメント損失は37百万円（前年同期は47百万円の損失）となりました。

 

（建築不動産事業）

　建築不動産事業においては、2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併し、同社の100％子会社であった建築

不動産に関するソリューションを提供する事業を営んでいる株式会社渋谷、ＳＨＩＢＵＴＡＮＩエステート・パー

トナーズ株式会社を連結の範囲に含めたことにより、売上収益は1,434百万円、セグメント利益は40百万円となり

ました。
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（２）当社グループの財政状態に関する説明

資産、負債および資本の状況

　2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併したことにより、資産および負債の額が総じて増加しております。

 

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産総額は71,685百万円となり、前連結会計年度末に比べ34,861百万円増加いた

しました。主な要因は、合併により使用権資産15,491百万円、有形固定資産4,242百万円、繰延税金資産5,620百万

円、その他の金融資産4,234百万円、現金及び現金同等物が2,203百万円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債総額は57,830百万円となり、前連結会計年度末に比べ31,115百万円増加いた

しました。主な要因は、リース負債が17,238百万円、借入金の純増額が8,720百万円および営業債務及びその他の

債務が1,779百万円増加したことによるものであります。

 

（資本）

　当中間連結会計期間末における資本総額は13,855百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,746百万円増加いた

しました。主な要因は、合併に伴う資本剰余金の増加3,885百万円および中間利益を318百万円計上したことによる

ものであります。

 

（３）キャッシュ・フローの概況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は5,621百万円となり前連結会計年

度末に比べ2,203百万円の増加となりました。合併に伴う現金及び現金同等物の増加4,065百万円があった一方、

営業活動、投資活動および財務活動等によるキャッシュ・フローが1,862百万円減少したことによるものでありま

す。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は386百万円となりました。主な要因は、減価償却費及び償却費を2,300百万円

計上したことおよび営業債権及びその他の債権の減少額が702百万円あったものの、法人所得税の支払額が960百

万円、利息の支払額が318百万円、契約資産の増加額が599百万円であったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、支出した資金は1,211百万円となりました。主な要因は、2026年新規出店および既存店に係る

有形固定資産の取得による支出が1,169百万円であったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、支出した資金は1,036百万円となりました。主な要因は、新規出店にかかる設備投資資金とし

て長期借入れによる収入が2,550百万円あったものの、長期借入金の返済による支出が1,996百万円、建物等の賃

貸借に係るリース負債の返済による支出が1,467百万円および短期借入金の純減額が122百万円であったことによ

るものであります。

 
（４）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

（５）優先的に対処すべき事業及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（６）研究開発活動

　該当事項はありません。
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（７）従業員数

①連結会社の状況

　当中間連結会計期間において、当社は2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併（以下、「本合併」とい

う。）いたしました。本合併に伴い、2026年６月30日現在の当社グループの従業員数は1,987名となり、2025年12

月31日に比べ888名増加しております。

　ブライダルセグメントの従業員数は2026年６月30日現在で1,624名となり、2025年12月31日現在に比べ696名増

加しております。また、本合併に伴い、株式会社渋谷、ＳＨＩＢＵＴＡＮＩエステート・パートナーズ株式会社

が連結子会社となったことにより、報告セグメントに建築不動産セグメントを追加いたしました。建築不動産セ

グメントの従業員数は2026年６月30日現在で49名となりました。

　なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員数であり、臨時従業員数は含みません。

 

②提出会社の状況

　当中間連結会計期間において、当社は2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併（以下、「本合併」とい

う。）いたしました。本合併に伴い、2026年６月30日現在の従業員数は1,565名となり、2025年12月31日現在に比

べ785名増加しております。

　なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員数であり、臨時従業員数は含みません。

 

（８）主要な設備

　当中間連結会計期間において、有形固定資産および使用権資産が著しく増加しております。これは主に株式会

社エスクリと合併したことによるものであります。

 

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,204,793 38,204,793
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

ります。なお、単元

株式数は100株であ

ります。

計 38,204,793 38,204,793 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年４月１日（注１） 13,100,884 38,173,978 － 30,000 － 10,218

2026年５月12日（注２） 30,815 38,204,793 4,699 34,699 5,444 15,663

　（注）１．株式会社エスクリとの合併（合併比率1：0.558）による増加であります。

２．譲渡制限付株式報酬としての新株発行による増加であります。

　　割当先　　　当社の取締役７名
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ＴＫＰ 東京都新宿区市谷八幡町８ 22,041,976 57.70

株式会社広済堂ホールディングス 東京都港区芝浦１丁目２－３ 1,004,400 2.62

株式会社ＩＢＪ 東京都新宿区西新宿１丁目２３－７ 765,300 2.00

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 502,371 1.31

渋谷　守浩 奈良県生駒市 460,060 1.20

ラオックスホールディングス株式会

社
東京都港区虎ノ門４丁目３－１ 435,240 1.13

アサヒビール株式会社 東京都墨田区吾妻橋１丁目２３－１ 333,300 0.87

オンザページ社員持株会 東京都中央区銀座１丁目８番１４号 212,119 0.55

岩瀬　英一郎 東京都墨田区 190,662 0.49

株式会社電器堂 静岡県浜松市中央区卸本町2000－16 166,600 0.43

株式会社西原商会 鹿児島県鹿児島市与次郎１丁目10番21号 166,600 0.43

計 － 26,278,628 68.79

（注）発行済株式(自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は小数点以下第３位を切り捨てしております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,913,400 379,134 －

単元未満株式 普通株式 285,093 － －

発行済株式総数  38,204,793 － －

総株主の議決権  － 379,134 －

 

②【自己株式等】

2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社オンザページ
東京都中央区銀座一

丁目８番14号
6,300 － 6,300 0.01

計 － 6,300 － 6,300 0.01

 

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。

　なお、役職の異動は次のとおりであります。

 

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長CEO 株式会社エスクリ 代表取締役社長CEO 渋谷　守浩 2026年４月１日

代表取締役社長COO 代表取締役社長 荻野　洋基 2026年４月１日

取締役CFO 株式会社エスクリ 取締役CFO 吉瀬　格 2026年４月１日

取締役執行役員営業副本部長
株式会社エスクリ

 取締役執行役員ブライダル事業本部本部長
藤原　成裕 2026年４月１日
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすこと

から、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けておりま

す。

　なお、当社の監査法人は、次のとおり交代しております。

　第10期連結会計年度　　　　　有限責任あずさ監査法人

　第11期中間連結会計期間　　　有限責任監査法人トーマツ
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

 注記
前連結会計年度

（2025年12月31日）
 

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

  千円  千円

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  3,417,902  5,621,167

営業債権及びその他の債権  561,481  890,371

契約資産  －  653,720

棚卸資産  298,535  1,230,719

その他の金融資産 10 17,815  164,402

その他の流動資産  138,000  402,970

流動資産合計  4,433,735  8,963,351

非流動資産     

有形固定資産  11,468,589  15,710,591

使用権資産  6,061,380  21,552,620

のれん  11,203,452  11,918,812

無形資産  127,232  243,193

持分法で会計処理されている投資  57,774  7,649

その他の金融資産 10 1,131,894  5,219,849

繰延税金資産  2,314,389  7,934,951

その他の非流動資産  24,958  134,338

非流動資産合計  32,389,671  62,722,007

資産合計  36,823,406  71,685,358
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 注記
前連結会計年度

（2025年12月31日）
 

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

  千円  千円

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 10 1,943,726  3,723,165

契約負債  1,351,051  2,313,394

借入金 10 4,459,561  7,184,570

リース負債  1,054,081  4,890,420

その他の金融負債  -  30,000

引当金  91,374  915,659

未払法人所得税等  871,899  38,788

その他の流動負債  1,625,868  1,743,930

流動負債合計  11,397,562  20,839,929

非流動負債     

借入金 10 7,911,914  13,907,229

リース負債  5,422,441  18,824,306

その他の金融負債 10 503,877  596,132

引当金  1,356,161  3,386,436

その他の非流動負債  122,398  276,050

非流動負債合計  15,316,793  36,990,155

負債合計  26,714,356  57,830,084

資本     

資本金  30,000  34,699

資本剰余金  1,471,259  5,357,156

利益剰余金  8,541,971  8,397,820

自己株式  －  △1,465

その他の資本の構成要素  65,819  67,062

親会社の所有者に帰属する持分合計  10,109,050  13,855,273

資本合計  10,109,050  13,855,273

負債及び資本合計  36,823,406  71,685,358
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（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

 注記
前中間連結会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

 
当中間連結会計期間
（自2026年１月１日
至2026年６月30日）

  千円  千円

売上収益 ６,８ 9,703,844  16,807,000

売上原価  △4,388,523  △8,025,441

売上総利益  5,315,321  8,781,558

販売費及び一般管理費  △4,829,765  △8,023,994

その他の収益  9,384  9,640

その他の費用  △3,998  △32,116

営業利益 ６ 490,940  735,088

金融収益  5,729  27,683

金融費用  △226,630  △351,805

持分法による投資損益（△は損失）  9,694  △49,727

税引前中間利益  279,734  361,238

法人所得税費用  △63,172  △42,756

中間利益  216,561  318,481

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  216,561  318,481

中間利益  216,561  318,481

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益（円） ９ 8.65  10.06

希薄化後１株当たり中間利益（円） ９ －  －
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【要約中間連結包括利益計算書】

 注記
前中間連結会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

 
当中間連結会計期間
（自2026年１月１日
至2026年６月30日）

  千円  千円

中間利益  216,561  318,481

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  13,850  △5,793

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
 －  721

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
 △336  △58

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計
 13,514  △5,130

税引後その他の包括利益  13,514  △5,130

中間包括利益  230,075  313,350

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  230,075  313,350

中間包括利益  230,075  313,350
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】

  親会社の所有者に帰属する持分  

資本合計
 注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式  

その他の
資本の構成
要素

 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

 

  千円  千円  千円  千円  千円  千円  千円

2025年１月１日時

点の残高
 100,000  6,150,000  2,529,837 －  66,901  8,846,739  8,846,739

中間利益  －  －  216,561 －  －  216,561  216,561

その他の包括利

益
 －  －  － －  13,514  13,514  13,514

中間包括利益合計  －  －  216,561 －  13,514  230,075  230,075

株式報酬  －  －  － －  5,691  5,691  5,691

新株の発行  10,218  △8,429  － －  －  1,789  1,789

減資  △80,218  80,218  － －  －  －  －

その他の資本の

構成要素から利

益剰余金への振

替

 －  －  1,079 －  △1,079  －  －

資本剰余金から

利益剰余金への

振替

    －  △4,754,472  4,754,472 －  －  －  －

所有者との取引額

合計
 △70,000  △4,682,682  4,755,551 －  4,612  7,481  7,481

2025年６月30日時

点の残高
 30,000  1,467,317  7,501,950 －  85,028  9,084,296  9,084,296

 

  親会社の所有者に帰属する持分  

資本合計
 注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式  

その他の
資本の構成
要素

 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

 

  千円  千円  千円  千円  千円  千円  千円

2026年１月１日時

点の残高
 30,000  1,471,259  8,541,971  -  65,819  10,109,050  10,109,050

中間利益  -  -  318,481  -  -  318,481  318,481

その他の包括利

益
 -  -  -  -  △5,130  △5,130  △5,130

中間包括利益合計  -  -  318,481  -  △5,130  313,350  313,350

株式報酬  -  △4,919  -  -  2,929  △1,989  △1,989

自己株式の取得  -  -  -  △1,465  -  △1,465  △1,465

共通支配下の取

引による変動
７ -  3,885,371  △462,632  -  3,444  3,426,183  3,426,183

新株の発行  4,699  5,444  -  -  -  10,144  10,144

所有者との取引額

合計
 4,699  3,885,896  △462,632  △1,465  6,374  3,432,872  3,432,872

2026年６月30日時

点の残高
 34,699  5,357,156  8,397,820  △1,465  67,062  13,855,273  13,855,273
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 注記
前中間連結会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

 
当中間連結会計期間
（自2026年１月１日
至2026年６月30日）

  千円  千円

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  279,734  361,238

減価償却費及び償却費  1,212,522  2,300,638

金融収益  △5,729  △27,683

金融費用  226,630  351,805

持分法による投資損益（△は益）  △9,694  49,727

固定資産除却損  3,987  23,565

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  82,254  702,466

契約資産の増減額（△は増加）  －  △599,774

棚卸資産の増減額（△は増加）  △32,979  △37,507

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  △76,528  △292,780

契約負債の増減額（△は減少）  89,656  △305,144

未払賞与の増減額（△は減少）  158,586  63,720

未払消費税等の増減額（△は減少）  △96,192  △230,969

その他  △194,558  △699,467

小計  1,637,689  1,659,834

利息の受取額  2,084  4,455

利息の支払額  △176,828  △318,135

法人所得税の支払額  △551,244  △960,125

営業活動によるキャッシュ・フロー  911,701  386,028

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △1,320,037  △1,169,084

有形固定資産の売却による収入  813  149

無形資産の取得による支出  △47,946  △13,287

貸付けの回収による収入  9,322  9,460

定期預金の純増減額（△は増加）  －  △2,432

差入保証金の差入れによる支出  △109,587  △40,311

差入保証金の回収による収入  24,137  4,272

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,443,297  △1,211,233

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  10,000  △122,000

長期借入れによる収入  1,165,000  2,550,000

長期借入金の返済による支出  △1,295,457  △1,996,254

リース負債の返済による支出  △491,124  △1,467,401

自己株式の取得による支出  －  △1,126

財務活動によるキャッシュ・フロー  △611,582  △1,036,782

現金及び現金同等物に係る換算差額  △5,753  △516

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △1,148,932  △1,862,504

現金及び現金同等物の期首残高  3,548,313  3,417,902

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ７ －  4,065,770

現金及び現金同等物の中間期末残高  2,399,381  5,621,167
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社オンザページ（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記されている

本社の住所は東京都中央区銀座一丁目８番14号であります。当社の要約中間連結財務諸表は、2026年６月30日を

中間連結会計期間末日とし、当社およびその子会社（以下「当社グループ」という。）、ならびに当社の関連会

社に対する持分により構成されております。

　当社グループの事業内容は、ブライダル事業、レストラン特化型事業、建築不動産事業であります。各事業の

内容については注記「６．セグメント情報」に記載しております。

 

 

２．作成の基礎

（１）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51

年大蔵省令第28号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第312条の

規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計

年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約中間連結財務諸表は、2026年８月14日に取締役会によって承認されております。

 

（２）表示方法の変更

（要約中間連結財政状態計算書）

　前連結会計年度において非流動資産の「有形固定資産」に含めていた「使用権資産」ならびに流動負債および

非流動負債の「その他の金融負債」に含めていた「リース負債」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会

計期間から独立掲記しております。

　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財政状態計算書の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結財政状態計算書において、非流動資産の「有形固定資産」に表示していた金

額の一部（6,061,380千円）を非流動資産の「使用権資産」、流動負債の「その他の金融負債」に表示していた

全額（1,054,081千円）を流動負債の「リース負債」、非流動負債の「その他の金融負債」に表示していた金額

の一部（5,422,441千円）を非流動負債の「リース負債」として組替えております。

 

 

３．重要性がある会計方針

　要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て適用した会計方針と同一であります。

 

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用ならびに資産、負債、収益および費用の金

額に影響をおよぼす判断、見積りおよび仮定の設定を行うことが要求されております。実際の業績は、これらの

見積りとは異なる場合があります。

　見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを

見直した会計期間およびそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積りおよび判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸

表と同様であります。

 

 

５．事業の季節性

　当社グループでは、ブライダル事業の繁忙期が９月から11月であることから、下半期の売上収益が上半期の売

上収益と比較して多くなる傾向にあります。
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６．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

　当社グループのセグメントについては、2026年４月１日付で株式会社エスクリと合併し、同社の100％子

会社であった、建築不動産に関するソリューションを提供する事業を営んでいる株式会社渋谷、ＳＨＩＢＵ

ＴＡＮＩエステート・パートナーズ株式会社を連結の範囲に含めたことにより「建築不動産事業」セグメン

トを追加し「ブライダル事業」、「レストラン特化型事業」および「建築不動産事業」の３つを報告セグメ

ントとしております。

　「ブライダル事業」は、婚礼施設における挙式・披露宴の企画立案および運営、ならびに宴会・一般飲食

の提供を主な事業としております。

　「レストラン特化型事業」は、レストラン施設における宴会・一般飲食（ランチ・ディナー）の提供を主

な事業としております。

　「建築不動産事業」は、店舗・オフィスを中心とした施設の内外装工事の請負および設計管理業務、戸建

住宅やマンションの建築、コンテナ事業、コンサルティングサービス等を主な事業としております。

 

(2）セグメント収益及び業績

　当社グループの報告セグメントによる収益および業績は以下のとおりであります。

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、当社グループの会計方針と同一であり、報告セグメ

ントの利益又は損失は、要約中間連結損益計算書上の営業利益であります。

　なお、セグメント間の内部取引価格は、市場実勢価格に基づいております。
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前中間連結会計期間（自2025年１月１日　至2025年６月30日）

 報告セグメント  
調整額
（注）

 

連結
 

ブライダル事
業

 
レストラン
特化型事業

 
建築不動産事

業
 計   

 千円  千円  千円  千円  千円  千円

売上収益            

外部収益 9,017,877  685,967 －  9,703,844  －  9,703,844

セグメント間収益 785  8,460 －  9,246  △9,246  －

計 9,018,662  694,428 －  9,713,091  △9,246  9,703,844

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
1,229,904  △47,784 －  1,182,120  △691,179  490,940

金融収益           5,729

金融費用           △226,630

持分法投資利益           9,694

税引前中間利益           279,734

 

（注）セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去および各報告セグメント

に配分していない全社費用が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

 

当中間連結会計期間（自2026年１月１日　至2026年６月30日）

 報告セグメント  
調整額
（注）

 

連結
 

ブライダル事
業

 
レストラン
特化型事業

 
建築不動産事

業
 計   

 千円  千円  千円  千円  千円  千円

売上収益            

外部収益 14,601,719  770,985 1,434,295  16,807,000  -  16,807,000

セグメント間収益 13,483  10,243 2,395  26,123  △26,123  -

計 14,615,203  781,229 1,436,690  16,833,123  △26,123  16,807,000

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
1,533,883  △37,928 40,958  1,536,913  △801,825  735,088

金融収益           27,683

金融費用           △351,805

持分法投資損失           △49,727

税引前中間利益           361,238

 

（注）セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去および各報告セグメント

に配分していない全社費用が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。
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７．企業結合

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

（共通支配下の取引等）

（株式会社エスクリの吸収合併）

　当社は、2025年11月14日開催の取締役会において、当社および株式会社エスクリ（以下「エスクリ」といい、当

社と合わせて「両社」といいます。）が、両社の経営を両社対等の精神の下で統合すること（以下「本経営統合」

といいます。）を決議し、当社を吸収合併存続会社、エスクリを吸収合併消滅会社とする吸収合併に係る合併契約

を締結し、2026年４月１日付で吸収合併いたしました。なお、両社は株式会社ＴＫＰが親会社であり、共通支配下

での合併であります。

 

(１)企業結合の概要

　①被取得企業の名称およびその事業の内容

　　被取得企業の名称：エスクリ

　　事業内容：ブライダル事業

 

　②企業結合日

　　2026年４月１日

 

　③本経営統合の方式

　　当社を吸収合併存続会社、エスクリを吸収合併消滅会社とする吸収合併の方式であります。

 

　④本経営統合後企業の名称

　　株式会社オンザページ

 

　⑤本経営統合に係る割当ての内容

 
当社

（吸収合併存続会社）

エスクリ

(吸収合併消滅会社)

交付する株式数

（株）

当該組織再編に係る割当比率 １ 0.558 13,100,884

 

　⑥企業結合を行った主な理由

　　本経営統合の目的は、国内最大級のブライダルグループとして、それぞれが得意とする事業領域のメリットを

　活かし、「式場ネットワークの拡大」「スケールメリットを活かしたコスト削減」「人材・ノウハウの相互補

　完、採用強化」「ブライダル事業における内製化の拡大」に取り組むことで盤石な体制を築きつつ、「新規事業

　の創出」により縮小する市場環境の中で攻めの姿勢を確立し、経営統合を実施することによるシナジー効果を発

　揮し、両社の抱える課題解決・更なる企業価値向上を目指すものであります。

 

(２)取得日における取得資産および引受負債の帳簿価額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 金額

取得資産および引受負債の帳簿価額

　流動資産

　非流動資産（注）

資産合計

　流動負債

　非流動負債

負債合計

 

6,402,375

37,109,462

43,511,838

11,917,026

28,168,628

40,085,655

取得資産および引受負債の帳簿価額（純額） 3,426,183

（注）企業結合前に存在していたのれん715,359千円が含まれております。
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(３)取得に伴うキャッシュ・フロー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物

取得時に被取得会社およびその子会社が保有していた現金及び現金同等物

－

4,065,770

取得による収入 4,065,770

 

(４)業績に与える影響

　当該企業結合に係る取得日以降の損益情報および当該企業結合が期首に実施されたと仮定した場合の損益情報

は、要約中間連結財務諸表に与える影響額の算定が困難であるため開示しておりません。

 

(５)主な取得関連費用の内容および金額

　アドバイザリーに対する報酬等　99,405千円

（注）前連結会計年度において、連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に92,166千円、当中間連結会計期間

において、要約中間連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に7,239千円を計上しております。
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８．売上収益

　収益の分解

　顧客との契約から生じる収益の分解は以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自2025年１月１日 至2025年６月30日）　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

財またはサービス
報告セグメント

合計
ブライダル レストラン特化型 建築不動産

　婚礼 8,261,302 - - 8,261,302

　宴会・一般飲食 756,575 685,967 - 1,442,542

　建築不動産 - - - -

合計 9,017,877 685,967 - 9,703,844

(注)顧客との契約から生じる収益は、外部顧客への売上収益で表示しております。

 

当中間連結会計期間（自2026年１月１日 至2026年６月30日）　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

財またはサービス
報告セグメント

合計
ブライダル レストラン特化型 建築不動産

　婚礼 13,307,482 - - 13,307,482

　宴会・一般飲食 1,294,236 770,985 - 2,065,222

　建築不動産 - - 1,434,295 1,434,295

合計 14,601,719 770,985 1,434,295 16,807,000

(注)１．顧客との契約から生じる収益は、外部顧客への売上収益で表示しております。

２．当中間連結会計期間より「財またはサービス」の定義の変更しております。

これに伴い、前中間連結会計期間の「財またはサービス」は、変更後の区分に基づき作成したものを

表示しております。

 

婚礼

　ブライダルにおける売上収益は、挙式・披露宴の企画立案、運営およびそれに係る衣裳のレンタル、販売、

飲食売上に基づく売上であります。

　婚礼の履行義務は「挙式・披露宴の施行」であります。履行義務は挙式日に充足するため、挙式日時点で収

益を認識しております。また取引の対価については、履行義務の充足前である契約時に前受けする形で受領し

ております。なお、重要な返品および返金の義務ならびにその他の類似の義務はありません。

 

宴会・一般飲食

　ブライダルおよびレストラン特化型における売上収益は、宴会および一般飲食（ランチ・ディナー）に係る

飲食売上であります。

　宴会・一般飲食の履行義務は「飲食の提供」であります。履行義務は飲食の提供日に充足するため、飲食の

提供時点で収益を認識しております。また取引の対価については、履行義務の充足時点である各月末時点から

概ね１か月以内に支払いを受けております。なお、重要な返品および返金の義務ならびにその他の類似の義務

はありません。

 

建築不動産

　建築不動産における売上収益は、施設の内外装工事やマンション建設等建築およびコンサルティングサービ

スに係る売上であります。

　建築不動産の履行義務は「建築」もしくは「不動産の販売」であります。建築については、一定期間の経過

とともに履行義務を充足するにつれて収益を認識する方法に基づき、不動産の販売についてはその契約に基づ

き収益を認識しております。また取引の対価については、建築に係るものについては履行義務の充足前である

契約時に前受けする形で受領し、不動産の販売に係るものについては履行義務の充足時点から概ね１か月以内

に支払いを受けております。なお、重要な返品および返金の義務ならびにその他の類似の義務はありません。
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９．１株当たり利益

基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

 
当中間連結会計期間
（自2026年１月１日
至2026年６月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（千円） 216,561  318,481

加重平均普通株式数（株） 25,027,057  31,665,075

基本的１株当たり中間利益（円） 8.65  10.06

（注）希薄化後１株当たり中間利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

10．金融商品の公正価値

(1）公正価値の算定方法

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

　短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（その他の金融資産）

　償却原価で測定されるその他の金融資産は、主として貸付金および差入保証金により構成されており、これ

らの公正価値については、元利金の合計額を、新規に同様の貸付および差し入れを行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

（借入金）

　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、帳簿価額は公正価値に近似しております。ま

た、固定金利による借入金の公正価値は残存期間における元利金の合計額を新規に同様の契約条件で借入を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

（その他の金融負債）

　償却原価で測定されるその他の金融負債は、割賦未払金により構成されており、これらの公正価値について

は、元利金の合計額を、新規に同様の契約条件で借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。
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(2）償却原価で測定される金融商品

　償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

 
当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

 千円  千円  千円  千円

償却原価で測定する金融資産        

貸付金 67,640  68,070  80,242  79,000

差入保証金 1,082,069  924,610  4,481,967  4,220,730

合計 1,149,709  992,680  4,562,210  4,299,730

 

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

 
当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

 千円  千円  千円  千円

償却原価で測定する金融負債        

借入金 12,371,475  12,882,426  21,091,800  21,120,640

割賦未払金（営業債務及びそ

の他の債務）
106,541  116,388  113,683  123,366

割賦未払金（非流動負債・そ

の他の金融負債）
503,877  504,219  488,170  484,320

合計 12,981,894  13,503,034  21,693,654  21,728,327

 

 

11．後発事象

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社オンザページ(E32664)

半期報告書

26/29



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

                   2026年８月14日

株式会社オンザページ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人 トーマツ

東京事務所

 

 
指 定 有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 早 稲 田　宏

 

 
指 定 有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 三 浦　靖 晃

 

 
指 定 有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 後藤　久美子

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オンザ

ページの2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30

日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連

結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中間連結財務諸表注

記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社オンザページ

及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の2025年12月31日をもって終了した前連結会計年度の中間連結会計期間に係る要約中間連結財務諸表及び前連結会

計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該

要約中間連結財務諸表に対して2025年８月14日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して

2026年３月19日付けで無限定適正意見を表明している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸

表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
  
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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